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６

前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
内
国
法
人
が
、
同
項
の
規
定
の
適
用
に
係
る
外
国
関
係
会
社
の
課
税
対
象
金
額
に

相
当
す
る
金
額
に
つ
き
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
、
同
条
第
六
項
の
規
定
の
適
用
に
係
る
外
国
関
係
会

社
の
部
分
課
税
対
象
金
額
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
き
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
又
は
同
条
第
八
項
の
規

定
の
適
用
に
係
る
外
国
関
係
会
社
の
金
融
子
会
社
等
部
分
課
税
対
象
金
額
に
相
当
す
る
金
額
に
つ
き
同
項
の
規
定

の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
お
い
て
、
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
と
き
は
、
当
該
内
国
法
人
に
係
る
外
国
関

係
会
社
に
係
る
控
除
対
象
所
得
税
額
等
相
当
額
は
、
当
該
内
国
法
人
の
政
令
で
定
め
る
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額

の
計
算
上
、
益
金
の
額
に
算
入
す
る
。

７

第
四
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
法
人
税
法
第
二
編
第
一
章
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法

第
六
十
七
条
第
三
項
中
「
第
七
十
条
の
二
ま
で
（
税
額
控
除
）」と
あ
る
の
は
「
第
七
十
条
の
二
ま
で（
税
額
控
除
）

又
は
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
六
条
の
七
第
四
項
（
内
国
法
人
の
外
国
関
係
会
社
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
）」

と
、
同
法
第
七
十
条
の
二
中
「
こ
の
款
」
と
あ
る
の
は
「
こ
の
款
及
び
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
六
条
の
七
第
四

項
（
内
国
法
人
の
外
国
関
係
会
社
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
）」と
、「
ま
ず
前
条
」
と
あ
る
の
は
「
ま
ず
同
項
の

規
定
に
よ
る
控
除
を
し
、
次
に
前
条
」
と
、
同
法
第
七
十
二
条
第
一
項
第
二
号
中
「
の
規
定
」
と
あ
る
の
は
「
及

び
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
六
条
の
七
第
四
項
（
内
国
法
人
の
外
国
関
係
会
社
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
）
の

規
定
」
と
、
同
法
第
七
十
四
条
第
一
項
第
二
号
中
「
前
節
（
税
額
の
計
算
）」と
あ
る
の
は
「
前
節（
税
額
の
計
算
）

及
び
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
六
条
の
七
第
四
項
（
内
国
法
人
の
外
国
関
係
会
社
に
係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
）」

と
す
る
。

第
六
十
六
条
の
八
第
四
項
第
一
号
中
「
又
は
部
分
課
税
対
象
金
額
」
を
「
、
部
分
課
税
対
象
金
額
又
は
金
融
子
会

社
等
部
分
課
税
対
象
金
額
」
に
、「
又
は
第
四
項
」
を
「
、
第
六
項
又
は
第
八
項
」
に
、「
に
対
応
す
る
部
分
の
金
額
と

し
て
政
令
で
定
め
る
」
を
「
及
び
当
該
内
国
法
人
と
当
該
外
国
法
人
と
の
間
の
実
質
支
配
関
係
（
同
条
第
二
項
第
五

号
に
規
定
す
る
実
質
支
配
関
係
を
い
う
。
次
号
及
び
第
十
一
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
状
況
を
勘
案
し
て
政
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
又
は
部
分
課
税
対
象
金
額
」
を
「
、
部
分
課
税

対
象
金
額
又
は
金
融
子
会
社
等
部
分
課
税
対
象
金
額
」
に
、「
又
は
第
四
項
」
を
「
、
第
六
項
又
は
第
八
項
」
に
、「
に

対
応
す
る
部
分
の
金
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
」
を
「
及
び
当
該
内
国
法
人
と
当
該
外
国
法
人
と
の
間
の
実
質
支
配

関
係
の
状
況
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
第
二
号
中「（
次
項
」

を「（
同
項
」
に
、「
。
次
項
」
を
「
。
同
項
」
に
改
め
、
同
条
第
十
一
項
第
一
号
中
「
若
し
く
は
第
四
項
」
を
「
、
第

六
項
若
し
く
は
第
八
項
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
中
「
又
は
部
分
課
税
対
象
金
額
」
を
「
、
部
分
課
税
対

象
金
額
又
は
金
融
子
会
社
等
部
分
課
税
対
象
金
額
」
に
、「
又
は
第
四
項
」
を
「
、
第
六
項
又
は
第
八
項
」
に
、「
に
対

応
す
る
部
分
の
金
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
」
を
「
及
び
当
該
内
国
法
人
と
当
該
他
の
外
国
法
人
と
の
間
の
実
質
支

配
関
係
の
状
況
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
」
に
改
め
、
同
条
第
十
六
項
及
び
第
十
七
項

中
「
特
定
外
国
子
会
社
等
か
ら
受
け
る
剰
余
金
の
配
当
等
の
益
金
不
算
入
等
」
を
「
内
国
法
人
の
外
国
関
係
会
社
に

係
る
所
得
の
課
税
の
特
例
」
に
改
め
る
。

第
三
章
第
七
節
の
四
第
二
款
の
款
名
中
「
特
定
外
国
法
人
」
を
「
外
国
関
係
法
人
」
に
改
め
る
。

第
六
十
六
条
の
九
の
二
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
第
一
項
中
「
こ
の
項
、
次
項
及
び
第
四
項
」
を「
こ
の
条
」

に
、「
保
有
す
る
」
を
「
有
す
る
」
に
、「
こ
の
項
及
び
第
九
項
」
を
「
こ
の
条
」
に
、「
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所

在
す
る
国
又
は
地
域
に
お
け
る
そ
の
所
得
に
対
し
て
課
さ
れ
る
税
の
負
担
が
本
邦
に
お
け
る
法
人
の
所
得
に
対
し
て

課
さ
れ
る
税
の
負
担
に
比
し
て
著
し
く
低
い
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
外
国
関
係
法
人
に
該
当
す
る
も
の
（
以
下

こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
「
特
定
外
国
法
人
」
と
い
う
。）」
を
「
特
定
外
国
関
係
法
人
又
は
対
象
外
国
関
係
法
人

に
該
当
す
る
も
の
」
に
、「
特
定
外
国
法
人
の
」
を
「
特
定
外
国
関
係
法
人
又
は
対
象
外
国
関
係
法
人
の
」
に
、「
第
四

項
に
お
い
て
同
じ
。）、
財
産
の
分
配
そ
の
他
の
経
済
的
な
利
益
の
給
付
を
請
求
す
る
権
利
を
い
う
。
第
四
項
」
を

「
）
を
請
求
す
る
権
利
を
い
う
。
第
六
項
及
び
第
八
項
」
に
、「（
以
下
こ
の
款
」
を「（
次
条
及
び
第
六
十
六
条
の
九

の
四
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
四
号
中
「
株
式
の
数
又
は
出
資
の
」
を
「
株
式
等
の
数
又
は
」
に
改
め
、
同
号
を

同
項
第
六
号
と
し
、
同
項
第
三
号
中
「
特
定
外
国
法
人
」
を
「
特
定
外
国
関
係
法
人
又
は
対
象
外
国
関
係
法
人
」
に

改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
二
号
の
次
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

三

特
定
外
国
関
係
法
人

次
に
掲
げ
る
外
国
関
係
法
人
を
い
う
。

イ

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
外
国
関
係
法
人

そ
の
主
た
る
事
業
を
行
う
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
務
所
、
店
舗
、
工
場
そ
の
他
の
固
定
施
設
を
有
し

て
い
る
外
国
関
係
法
人

そ
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
す
る
国
又
は
地
域
（
以
下
こ
の
項
、
第
六
項
及
び
第
八
項
に
お

い
て
「
本
店
所
在
地
国
」
と
い
う
。）に
お
い
て
そ
の
事
業
の
管
理
、
支
配
及
び
運
営
を
自
ら
行
つ
て
い
る

外
国
関
係
法
人

ロ

そ
の
総
資
産
の
額
と
し
て
政
令
で
定
め
る
金
額
（
ロ
に
お
い
て
「
総
資
産
額
」
と
い
う
。）に
対
す
る
第
六

項
第
一
号
か
ら
第
十
号
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
の
合
計
額
の
割
合
（
第
七
号
中
「
外
国
関
係

法
人
（
特
定
外
国
関
係
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）」
と
あ
る
の
を
「
外
国
関
係
法
人
」
と
し
て
同
号

及
び
第
八
号
の
規
定
を
適
用
し
た
場
合
に
外
国
金
融
関
係
法
人
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
外
国
関
係
法
人
に

あ
つ
て
は
、
総
資
産
額
に
対
す
る
第
八
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
又
は
同
項
第
二
号
か
ら

第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
金
額
に
相
当
す
る
金
額
の
合
計
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
多
い
金
額
の
割
合
）
が
百
分
の

三
十
を
超
え
る
外
国
関
係
法
人
（
総
資
産
額
に
対
す
る
有
価
証
券
（
法
人
税
法
第
二
条
第
二
十
一
号
に
規
定

す
る
有
価
証
券
を
い
う
。
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。）、
貸
付
金
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
資
産
の
額
の
合
計
額

と
し
て
政
令
で
定
め
る
金
額
の
割
合
が
百
分
の
五
十
を
超
え
る
外
国
関
係
法
人
に
限
る
。）

ハ

租
税
に
関
す
る
情
報
の
交
換
に
関
す
る
国
際
的
な
取
組
へ
の
協
力
が
著
し
く
不
十
分
な
国
又
は
地
域
と
し

て
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
国
又
は
地
域
に
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
を
有
す
る
外
国
関
係
法
人

四

対
象
外
国
関
係
法
人

次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
な
い
外
国
関
係
法
人
（
特
定
外
国
関
係
法

人
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）を
い
う
。

イ

株
式
等
若
し
く
は
債
券
の
保
有
、
工
業
所
有
権
そ
の
他
の
技
術
に
関
す
る
権
利
、
特
別
の
技
術
に
よ
る
生

産
方
式
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
（
こ
れ
ら
の
権
利
に
関
す
る
使
用
権
を
含
む
。）若
し
く
は
著
作
権

（
出
版
権
及
び
著
作
隣
接
権
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。）の
提
供
又
は
船
舶
若
し
く
は
航
空
機
の

貸
付
け
を
主
た
る
事
業
と
す
る
も
の
で
な
い
こ
と
。

ロ

そ
の
本
店
所
在
地
国
に
お
い
て
そ
の
主
た
る
事
業
を
行
う
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
事
務
所
、
店
舗
、
工
場

そ
の
他
の
固
定
施
設
を
有
し
て
い
る
こ
と
並
び
に
そ
の
本
店
所
在
地
国
に
お
い
て
そ
の
事
業
の
管
理
、
支
配

及
び
運
営
を
自
ら
行
つ
て
い
る
こ
と
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
こ
と
。

ハ

各
事
業
年
度
に
お
い
て
そ
の
行
う
主
た
る
事
業
が
次
に
掲
げ
る
事
業
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か
に
応
じ
そ

れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
。

卸
売
業
、
銀
行
業
、
信
託
業
、
金
融
商
品
取
引
業
、
保
険
業
、
水
運
業
又
は
航
空
運
送
業

そ
の
事
業

を
主
と
し
て
当
該
外
国
関
係
法
人
に
係
る
特
殊
関
係
内
国
法
人
、
特
殊
関
係
株
主
等
そ
の
他
こ
れ
ら
の
者

に
準
ず
る
者
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
以
外
の
者
と
の
間
で
行
つ
て
い
る
場
合
と
し
て
政
令
で
定
め
る

場
合

に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

そ
の
事
業
を
主
と
し
て
そ
の
本
店
所
在
地
国
（
当
該
本
店
所
在
地
国

に
係
る
水
域
で
第
六
十
六
条
の
六
第
二
項
第
三
号
ハ

に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
も
の
を
含
む
。）に
お

い
て
行
つ
て
い
る
場
合
と
し
て
政
令
で
定
め
る
場
合

第
六
十
六
条
の
九
の
二
第
二
項
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

七

部
分
対
象
外
国
関
係
法
人

第
四
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
に
該
当
す
る
外
国
関
係
法
人

（
特
定
外
国
関
係
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。）を
い
う
。

八

外
国
金
融
関
係
法
人

そ
の
本
店
所
在
地
国
の
法
令
に
準
拠
し
て
銀
行
業
、
金
融
商
品
取
引
業
（
金
融
商
品

取
引
法
第
二
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
と
同
種
類
の
業
務
に
限
る
。）又
は
保
険
業

を
行
う
部
分
対
象
外
国
関
係
法
人
で
そ
の
本
店
所
在
地
国
に
お
い
て
そ
の
役
員
（
法
人
税
法
第
二
条
第
十
五
号

に
規
定
す
る
役
員
を
い
う
。
第
六
項
に
お
い
て
同
じ
。）又
は
使
用
人
が
こ
れ
ら
の
事
業
を
的
確
に
遂
行
す
る
た

め
に
通
常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
業
務
の
全
て
に
従
事
し
て
い
る
も
の
及
び
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
政
令
で

定
め
る
部
分
対
象
外
国
関
係
法
人
を
い
う
。

第
六
十
六
条
の
九
の
二
第
三
項
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

３

国
税
庁
の
当
該
職
員
又
は
内
国
法
人
の
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
若
し
く
は
所
轄
国
税
局
の
当
該
職
員
は
、
内
国

法
人
に
係
る
外
国
関
係
法
人
が
前
項
第
三
号
イ

又
は

に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
判
定
す
る
た
め
に
必
要
が
あ

る
と
き
は
、
当
該
内
国
法
人
に
対
し
、
期
間
を
定
め
て
、
当
該
外
国
関
係
法
人
が
同
号
イ

又
は

に
該
当
す
る

こ
と
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
そ
の
他
の
資
料
の
提
示
又
は
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。こ
の
場
合
に
お
い
て
、

当
該
書
類
そ
の
他
の
資
料
の
提
示
又
は
提
出
が
な
い
と
き
は
、
同
項
（
同
号
イ
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
外
国
関
係
法
人
は
同
号
イ

又
は

に
該
当
し
な
い
も
の
と
推
定
す
る
。
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